
１

９，５５８ ９，５５５ ９，５５５

１,６１９億７,６４３ １,６２５億８７５ １,５８７億９４８

２１５億１,８７６ ２０６億８，７３０

１億５,６６７ １億５,５５６ １億５,１１４

５億６，０５０

※平成１７年度の一般会計及び特別会計決算額は、旧高崎市の平成１７年度の収入支出と、旧４町
村から引き継いで平成１８年１月２３日の合併日以降から３月３１日までに収入支出した額の合計
額となっております。

１,０６１億３，２９６

５５８億４，３４７

２２０億９７５

１１８億８，９６０

１,０５７億３，５４７ １,０３７億３，３７１

５６７億７,３２８ ５４９億７,５７７

１億３，０６３

５億６，３１０

２１６億２，６８８

１１７億２，８０４

２２２億７,１４４

１２０億２，７５２

２０９億９，８１４

１億３，１０９ １億２，６３６

５億７,３３６

合 計

歳　　　入 歳　　　出

駐 車 場 事 業

特 別 会 計

国民健康保険事業

介 護 保 険

区 分 予　算　額

簡 易 水 道 事 業 等

資料　３

一 般 会 計

決　　　算　　　額

土 地 取 得 事 業

平成１７年度高崎市決算の概要について

平成１７年度　一般会計、各特別会計歳入歳出決算一覧表
（単位　万円）

　平成１７年度の「一般会計」と「各特別会計」の決算は次のとおりとなりました。「一般会
計」の歳入は、１,０５７億３，５４７万円、歳出は１,０３７億３，３７１万円です。各会計別
の決算額は表及びグラフのとおりです。

老 人 保 健

農業集落排水事業
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－　2　－

市　  税
404億1,875万円
(38.2％）

使用料及び手数料　　　41億8,294万円 (4.0％)
県支出金　　　　　　　38億9,488万円 (3.7％)
繰入金　　　　　　　　38億4,312万円 (3.6％)
地方交付税　　　　　　31億9,601万円 (3.0％)
地方消費税交付金　　　25億8,791万円 (2.4％)
地方譲与税　　　　　　19億6,210万円 (1.9％)
地方特例交付金　　　　13億7,166万円 (1.3％)
分担金及び負担金　　　12億4,258万円 (1.2％)
繰越金　　　　　　　　10億1,112万円 (1.0％)
自動車取得税交付金　　 5億6,044万円 (0.5％)
その他　　　　　　　　 7億9,536万円 (0.7％)

　歳入の「その他」は、財産収入、利子割交付金、株
式等譲渡所得割交付金、配当割交付金、交通安全対策
特別交付金、ゴルフ場利用税交付金、寄附金です。

    　　　　一般会計歳入・歳出決算額の款別構成状況

 

【歳　入】

歳    入

1,057億3,547万円

貸付金収入等
232億2,630万円
(22.0％）

国庫支出金
89億2,440万円
(8.4％)

市　　　債
85億1,790万円
(8.1％)
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衛生費　　　   51億8,952万円 (5.0％)

消防費　   　　28億2,636万円 (2.7％)

農林水産業費   19億1,222万円 (1.8％)

労働費　　  　　7億3,567万円 (0.7％)

議会費　 　　　 5億8,630万円 (0.6％)

災害復旧費           350万円 (0.0％)

　　　民生費
 242億1,840万円
   　  (23.3％)

    総務費
198億7,859万円
     (19.2％)

    土木費
160億7,256万円
     (15.5％)

     教育費
116億7,308万円
     (11.3％)

    商工費
113億4,919万円
      (10.9％)

     公債費
　92億8,832万円
        (9.0％)

　　　　歳　　出

　　1,037億3,371万円

◎　歳入決算額　１,０５７億３，５４７万円（Ａ）
　　歳出決算額　１,０３７億３，３７１万円（Ｂ）
　　差 引 額　（Ａ）－（Ｂ）＝ ２０億１７６万円
　　※差引額のうち、９億円は財政調整基金へ積み立て、残りは繰越金としました。

【歳　出】



２

１６年度 １７年度
構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％
1 地 方 税 ４６２億４，３８３ ４０．８ ― ４７１億９，５５３ ３９．９ ２．１

2 地 方 譲 与 税 １８億１６９ １．６ ― ２３億６，１４５ ２．０ ３１．１

3 利子割交付金 ３億７,０３２ ０．３ ― ２億１，５２４ ０．２△４１．９

4 配当割交付金 ５，６１８ ０．１ ― １億５０６ ０．１ ８７．０
株 式 譲 渡 割
5 交 付 金 ５，６１８ ０．１ ― １億３，２４５ ０．１１３５．８

6 ３２億３，４７６ ２．９ ― ３０億５２３ ２．５ △７．１

7 ５，３３５ ０．０ ― ５，７６８ ０．０ ８．１

8 ７億１，６３３ ０．６ ― ６億９，４７４ ０．６ △３．０

9 １，３８３ ０．０ ― １，３８６ ０．０ ０．２

10 地方特例交付金 １６億６８０ １．４ ― １６億３，００１ １．４ １．４

11 地 方 交 付 税 ８１億７，５９１ ７．２ ― ７７億１，７１４ ６．５ △５．６
普 通 交 付 税 ６３億６，５９９ ５．６ ― ５７億６６５ ４．８△１０．４
特 別 交 付 税 １８億９９２ １．６ ― ２０億１，０４９ １．７ １１．１

12 ９，３１２ ０．１ ― １億２９ ０．１ ７．７

13 分担金・負担金 １０億６，０７５ ０．９ ― １１億２，３９６ １．０ ６．０

14 使用料・手数料 ４６億９，０９５ ４．１ ― ４８億１，１７５ ４．１ ２．６

15 国 庫 支 出 金 ９２億４，１８７ ８．１ ― １００億９，９４８ ８．５ ９．３

16 県 支 出 金 ４３億１，８５６ ３．８ ― ４４億８，８１８ ３．８ ３．９

17 財 産 収 入 ３億５，８０５ ０．３ ― ３億３，３８７ ０．３ △６．８

18 寄 附 金 ２，３９５ ０．０ ― １，２４８ ０．０△４７．９

19 繰 入 金 ３５億１，５１２ ３．１ ― ８６億９，４３１ ７．４１４７．３

20 繰 越 金 ２３億７，９６１ ２．１ ― １７億６，４１２ １．５△２５．９

21 諸 収 入 １４０億３，０９９ １２．４ ― １４０億９，０６４ １１．９ ０．４
収益事業収入 ― ― ― ―
貸付金元利収入 １２９億５，９０４ １１．４ ― １２６億８２ １０．７ △２．８

22 地 方 債 １１４億５，７５０ １０．１ ― ９６億１，５７０ ８．１△１６．１

１，１３４億９，９６５ １００．０ ―１，１８２億６，３１７１００．０ ４．２

　　　　　年　度
区　分

  合併町村を合算した普通会計による決算状況

※普通会計とは、他の地方公共団体（県や市町村）などと比較しやすいように、「一般会計」と
「特別会計」を全国共通の基準で調整し直した会計です。

(単位  万円）歳　　　　入

合           計

交通安全対策
特 別 交 付 金

地 方 消 費 税
交 付 金
ゴルフ場利用

税
特別地方消費
税 交 付 金
自動車取得税
交 付 金
国有提供施設
等助成交付金
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１６年度 １７年度

構成比 伸  率 構成比 伸  率

％ ％ ％ ％

1 人 件 費 １９５億２４ １７．６ ― ２０６億７，７２９ １７．８ ６．０

う ち 職 員 給 １２８億８，４３３ １１．６ ― １３３億３，４５６ １１．５ ３．５

2 扶 助 費 １４２億７，８０１ １２．９ ― １４６億５，９６１ １２．６ ２．７

3 公 債 費 １０４億９，７４３ ９．５ ― １０３億２，０８０ ８．９ △１．７

4 物 件 費 １３０億２，３９５ １１．８ ― １４１億９，１４１ １２．２ ９．０

5 維 持 補 修 費 ６億９，９４３ ０．６ ― ７億６，８６８ ０．６ ９．９

6 補 助 費 等 １３１億２，４７９ １１．９ ― １４５億３２６ １２．５ １０．５

7 積 立 金 １６億７，２３５ １．５ ― １８億５，２２８ １．６ １０．８

投資・出資金

8 貸 付 金 １２８億８２７ １１．６ ― １２４億８，５１８ １０．７ △２．５

う ち 貸 付 金 １２７億８，７７４ １１．６ ― １２４億５，９５５ １０．７ △２．６

9 繰 出 金 ７２億４，００６ ６．５ ― ６６億１，４１１ ５．７ △８．６

10 普通建設事業費 １７７億６，８１５ １６．１ ― ２０１億８，２９７ １７．４ １３．６

補 助 事 業 費 ４３億７，１６２ ４．０ ― ５７億９，９４７ ５．０ ３２．７

単 独 事 業 費 １３３億９，６５３ １２．１ ― １４３億８，３５０ １２．４ ７．４

11 災 害 復 旧 費 ４８５ ０．０ ― ５００ ０．０ ３．２

１，１０６億１，７５３１００．０ ―１，１６２億６，０５９１００．０ ５．１

２８億８，２１２ ２．６ ― ２０億２５８ １．７△３０．５

（注） 平成１６年度及び平成１７年度の普通会計決算額は、旧４町村の決算額を合算した額です。

(単位  万円）

差 引 剰 余 金

合      計

歳　　　　出

　　　　　年　度
区　分
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３　平成１７年度普通会計による県内他市との比較

※用語の説明

　公債費が他の経費を圧迫するような場合には、この基金を取崩して公債費
に充てます。

80億3,698 34億6,343 27億7,874 48億5,602

　歳入から歳出を差し引いた額を「形式収支」といいますが、この「形式収
支」から翌年度へ繰越すべき財源を差し引いた決算額のことをいいます。

　標準財政規模に対する実質収支の割合で、おおむね３％～５％程度が望ま
しいとされています。

　普通交付税の算定に用いる基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た
数値の３ヵ年平均値で、数値が１に近くあるいは１を超えるほど財政力が強
いとされています。

　突発的な災害や緊急を要する経費に備えるために設置された基金です。

　地方債制度の改正により、許可制から協議制に変更されたことにより新た
設けられた数値で、この比率が１８％以上になると許可団体となります。

12.5

19億8,069

減 債 基 金

財政調整基金

財 政 力 指 数

実質公債費比率

　また、決算剰余金が多いときは積み立て、財源不足時に取り崩すという、
年度間調整的な役割も果たします。

　市債（借金）の償還（返済）の増加に備えるために設置される基金です。

公 債 費 比 率 （ ％ ）

減債基金（万円）

歳 出 総 額 （ 万 円 ）

実 質 収 支 （ 万 円 ）

公 債 費 比 率

実質収支比率

実 質 収 支

〃

経常収支比率 　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標です。

　７０～８０％未満が健全ラインといわれており、比率が高くなるほど財政
運営が硬直化していると考えられます。

　市債の元利償還が市の財政の中でどの位の割合を占めているかを示す指標
です。

区 分

実質公債費比率（％）

財 政 力 指 数

積立金現在高財政調整基金（万円）

実 質 収 支 比 率 （ ％ ）

経 常 収 支 比 率 （ ％ ）

地方債現在高（万円）

人口（H18.3.31）（人）

歳 入 総 額 （ 万 円 ）

772億2,8091,004億7,808 1,398億6,268 463億8,434 643億2,540

4.8

95.6 90.6 99.6 88.2 90.7

6.2 9.4

678億516

18億8,121

その他（万円）〃

2.9 4.2

16億6,743 26億2,260 16億4,686 34億7,501

1,162億6,059 1,110億2,535 448億7,061 621億1,812

1,182億6,317 1,139億7,211 466億8,528 658億3,630

高崎市 前橋市 桐生市

317,686 319,836 129,257

（普通会計）

17.7 20.1 13.8 16.0

209,241209,268

伊勢崎市 太田市

655億8,229

0.965

12.7 13.8 14.0 11.1

0.848 0.800 0.565 0.807

14.2

49億4,476

27億9,243 4億848 2億8,560 7億6,934 3億1,930

67億1,701 77億3,249 25億5,135 58億4,697
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